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 本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。
 本資料は、信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、その正確性を保証するものではありません。また、本資料に記載された内容等は作成時点のもので

あり、今後予告なく修正、変更されることがあります。資料のご利用に関しては、お客さまご自身の責任において判断なされますよう、お願い申し上げます。
 本資料に関連して生じた一切の損害については、責任を負いません。その他、専門的知識に係る問題については、必ず弁護士、税理士、公認会計士等の専門家にご相談の

うえ、ご確認ください。
 本資料の一部または全部を、当社の事前の了承なく複製または転送等を行うことを禁じます。



Ⅰ. 次世代燃料の重要性と課題 １．日本のエネルギー構造からみた重要性
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日本のCO2排出量削減イメージ

(資料)経済産業省資料等より当部作成

 日本のエネルギー構造（2022年度）をみると、エネルギー源（一次エネルギー）の8割超を「化⽯燃料」が占め、消費エネルギー（⼆次エネル
ギー）の7割超が「熱利⽤」である。このため、「2050年カーボンニュートラル（CN）」実現のためには、化⽯燃料の代替として、燃焼時にCO2を排出
しない、あるいは実質ゼロと⾒做せる「次世代燃料」の活⽤が極めて重要となる。

日本のエネルギー構造
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【カーボンプライシング】
企業などの排出するCO2に価格を付けること。CO2排出に⾦銭的な
負担を課すことによって、企業などの排出者の⾏動を変容（排出削
減への取り組みを強化）させるために導入する政策
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(資料)経済産業省資料等より作成

 2023年6月、「GX推進法（脱炭素成⻑型経済構造への円滑な移⾏の推進に関する法律）」が施⾏された。これは、将来的なカーボンプライシン
グ政策の導入を法制化したもので、①2026年度からの排出量取引への参加（対象︓⼀定規模の企業）のほか、②2028年度からの化⽯燃料賦
課⾦の導入（同︓国内採取者や輸入事業者）、③2033年度からの有償オークションの導入（同︓発電事業者）などが義務付けられている。

 すなわち、化⽯燃料を使⽤する企業はCO2排出に伴うコスト負担を迫られることになり、制度⾯からも次世代燃料への転換が求められている。

2023年６月︓「GX推進法（脱炭素成⻑型経済構造への円滑な
移⾏の推進に関する法律）」が施⾏
⇒将来的なカーボンプライシング政策の導入を法制化

カーボンプライシング政策の導入計画

賦課⾦額

2023年度︓GXリーグでの排出量取引の試⾏
2026年度︓排出量取引の本格稼働

【対象】⼀定規模の企業

2028年度︓化⽯燃料賦課⾦の導入
【対象】化⽯燃料の国内採取者、輸入事業者

2033年度︓有償オークションの導入（CO2排出枠の有償購入）
【対象】発電事業者
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(注)無償割当額等の詳細設計については議論中

有償

Ⅰ. 次世代燃料の重要性と課題 ２．政策から⾒た重要性



 中国地⽅は、瀬⼾内海沿岸地域を中⼼に鉄鋼・化学など大量のCO2を排出する重厚⻑大型の産業が集積している。とくに、広島・⼭⼝・岡⼭の3県
は排出量に占める産業部⾨の割合が7割前後を占めており、中国地⽅のGRP（域内総⽣産）当たりの排出量は全国8ブロックの中で突出している。

 また、中国地⽅は電⼒供給に占める⾃家⽤⽕⼒発電の割合が5割（全国は約1割）を超えており、日本の中でも化⽯燃料から次世代燃料への転
換が強く求められる地域である。
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Ⅰ. 次世代燃料の重要性と課題 ３．地域の現況からみた重要性
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（資料）環境省「⾃治体排出カルテ」より当部作成

地元4県CO2排出量部⾨別構成⽐（2020年度） GRP当りのCO2排出量(2020年度）

（資料）中国経済産業局資料より当部作成

電⼒供給の構成⽐（2022年度）

（資料）エネルギー庁「都道府県別発電実績」、「⾃家⽤発電実績」より当部作成
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 現在、主に流通している水素は化⽯燃料から抽出した「グレー水素」で、価格は重油の約5倍、⽯炭等の10倍以上とされている。脱炭素化には再⽣
エネルギーにより⽔を電気分解して抽出する「グリーン⽔素」などの低炭素⽔素の普及が必要だが、価格はグレー⽔素の数倍以上とされ、本格普及には大
幅なコスト引き下げが必要となる。また、発電や熱利⽤など利⽤⾯での周辺技術開発・インフラ整備は途上にある。

 再エネ余地が限られる日本では、将来的に水素の大半が輸入になるとみられるが、⽔素は輸送・貯蔵にかかるコストが大きい。⼀⽅、アンモニアは製造コ
ストは⾼いが、⽔素に⽐べて大量輸送に適していることに加え、⽔素を取り出すことも可能なことから、輸送手段（キャリア）としても注目される。
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（資料）資源エネルギー庁「エネルギー白書2021」より当部作成

水素と既存化⽯燃料の価格⽐較
（国内流通価格2021年）

水素・アンモニアの特性・コスト等

水素 アンモニア

液体貯蔵時
の条件 -253℃・常圧 -30〜-10℃・常圧

体積 約 1/800 約 1/1,300

特性 無毒 毒性・腐食性あり

主な⽤途

• ガス⽕⼒発電燃料
• 熱利⽤
• 船舶燃料(〜中距離)
• 燃料電池
• 化学品合成
• ⽔素還元製鉄

• ⽯炭⽕⼒発電燃料
• 熱利⽤
• 船舶燃料(⻑距離)
• →⽔素取り出しも可

製造 11.5円/Ｎ㎥ • 11.5円/Ｎ㎥（⽔素）
• 4.3円/Ｎ㎥（窒素合成）

輸送 162円/Ｎ㎥ 2.3円/Ｎ㎥

発電 専焼97.3円/KWh
10%混焼︓20.9円/KWh

専焼:23.5円/KWh
20%混焼:12.9円/KWh
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（注）グリーン⽔素は流通価格がないことから、IEAレポートのグレー⽔素
との製造コスト⽐（約3〜8倍）を基に推計値を記載

（資料）資源エネルギー庁「⽔素を取り巻く国内情勢と⽔素政策の現状
について」より当部作成

Ⅰ. 次世代燃料の重要性と課題 ４．水素・アンモニアの課題

ガス
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 因みに、水素・アンモニアの主な輸入先としては、北⽶、中東、ASEAN、オーストラリアなどが想定されており、ENEOS、出光興産などの⽯油元売り
企業や商社が主体となって供給プロジェクトを⽴ち上げている。

出光興産・三菱商事
アメリカ ルイジアナ州

クリーンアンモニア製造PJ⽴ち上げ
2030年度までに年間120万ｔ

製造、周南・波⽅への供給を想定

ENEOS・住友商事
マレーシア

2030年までに年間9万ｔのグリー
ン⽔素製造PJを⽴ち上げ
水島への供給を想定

ENEOS
豪州 クイーンズランド州

MCH実証プラント建設(2023.1)
⽔素燃料電池⾃動⾞へトライアル

充填を実施

ENEOS
メキシコ湾

現地⽔素プラント開発業者へ資本
参画、クリーン⽔素から変換した
MCH輸出を検討（2024.1)

ENEOS・三井物産
UAE

年間20万トンのブルー⽔素の製造
のため現地企業と検討開始

(2022.6)

出光興産
豪州 クイーンズランド州

年間50万ｔのグリーンアンモニア製
造を目指し現地企業と共同調査

開始(2022.11)

主な水素・アンモニアの供給プロジェクト

Ⅰ. 次世代燃料の重要性と課題 【参考】 水素・アンモニアの輸入候補先

（資料）各社ニュースリリースより当部作成



〜2025年（短期） 〜2030年頃まで（中期） 〜2040年頃 〜2050年頃（⻑期）

需要

発電
ｱﾝﾓﾆｱ 設備改修 一部混焼 混焼拡大 〜専焼化

⽔素 実機実証 一部導入
熱利⽤ 技術開発、インフラ整備促進 一部導入

原料
鉄 ⽔素還元鉄の技術開発 一部導入

化学 ⽔素原料化の技術開発 一部導入

燃料
船 ⽔素・ｱﾝﾓﾆｱ船技術開発 ⼀部導入 商⽤化
⾞ 燃料電池⾞⼀部導入 ⼀部合成燃料利⽤ 合成燃料商⽤化

供給 輸入 実証 サプライチェーン構築・整備 調達多様化
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約200万ｔ 約300万ｔ

2,000万ｔ程度

うち国内⽣産
500万ｔ程度

国内の水素価格と
導入量の目標

100円/Nm3 30円/Nm3 20円/Nm3

導入量 1,200万ｔ

水素の需要・供給の道筋イメージ

 政府は、国内⽔素の導入量（アンモニアを含む）を現状の約200万ｔから2050年頃には2,000万ｔ程度に拡大し、価格を100円/Nm3から
20円/Nm3 に抑える目標を掲げている。

 2030年頃までに、関連技術の開発および国際的サプライチェーンの構築を進め、2040年頃にかけて輸入拡大により発電・船舶等での利⽤が増えてい
くシナリオである。ただし、鉄鋼、化学分野における技術開発については2040年頃までかかる⾒通し。

Ⅱ. 政府の水素・アンモニア戦略 １．導入目標とスケジュール

価格

（注1）政府戦略における⽔素とは、⽣産工程のCO2排出量を最⼩限に抑えた低炭素⽔素（グレー・グリーン⽔素といった原料・製造⽅法によるカテゴライズではない）を指す
（注2）⽔素導入量の目標値にはアンモニア等の導入量を含む
（資料）経済産業省「クリーンエネルギー戦略（中間整理）」、「GX分野別投資戦略」等より当部作成
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 政府は、ＧＸ経済移⾏債を活⽤し、今後10年間で約20兆円を調達。⽔素・アンモニアの需要拡大支援など非化⽯エネルギーの推進や、産業構造
転換・省エネの推進、資源循環・炭素固定技術等の実装などを支援し、CNに向けて150兆円超の官⺠投資を⽣み出す⽅針である。

 当⾯の政府支援内容が示されている約13兆円のうち、コスト⾯・利⽤技術⾯をはじめ、課題の大きい水素・アンモニアの普及に向けた支援規模は3
兆円と最大となっている。

（資料）内閣官房「ＧＸ経済移⾏債発⾏に関する関連府省連絡会議#1」
（2023年6月）」より作成

今後10年間の政府支援と官⺠投資イメージ

取り組み 支援
規模 内容

非化⽯
エネルギー
の推進

６〜８
兆円

• 水素・アンモニアの
需要拡大支援

• 再エネ技術の開発

産業構造
転換・
省エネの
推進

９〜12
兆円

• 製造業の省エネ・
燃料転換

• 省エネ需要対策新
技術開発

資源循環・
炭素固定
技術等

2〜4
兆円

• 新技術開発・社会
実装

投資
規模 分野

60
兆円
〜

• ⽔素・ｱﾝﾓﾆｱ
• 再エネ
• 原⼦⼒

80
兆円
〜

• 省エネ
• デジタル投資
• 蓄電池
• 次世代⾃動⾞
• 船舶・航空機
• 住宅・建築物
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兆円
〜

• 資源循環産業
• ＣＣＳ
• バイオものづくり

政府支援
約20兆円規模

官⺠投資
150兆円超

当⾯の政府支援模と施策
(兆円)

分野
当⾯の

政府支援
規模

今後10年の
官⺠投資額

(想定)
施策例

⽔素等 3.0 7〜 価格差支援、拠点整備
くらし・⾃動⾞ 2.3 48〜 断熱窓、⾼効率給湯器、電動⾞導入
鉄鋼、化学、紙、セメント 1.3 8〜 設備投資、研究開発
再エネ 1.0 31〜 ﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ導入、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築
蓄電池 0.9 7〜 ⽣産設備導入、定置⽤蓄電池導入
半導体 0.5 12〜 ⽣産設備導入、技術開発
ＳＡＦ 0.3 1〜 製造、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ整備
原⼦⼒ 0.3 1〜 次世代革新炉の開発
船舶 0.1 3〜 ｾﾞﾛｴﾐ船⽣産設備導入
資源循環 0.1 2〜 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ構築支援
航空機 - 4〜 次世代航空機技術
ＣＣＳ - 4〜 ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ構築支援
分野横断 2.0 - 省エネ投資

約13兆円 150兆円超
(資料)内閣府「我が国のＧＸ実現に向けて」（2023/12)より作成

Ⅱ. 政府の水素・アンモニア戦略 ２．政府支援と官⺠投資

（資料）内閣官房「我が国のＧＸ実現に向けて」（2023年12月）」より作成
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と
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 2024年５月、「水素社会推進法」が成⽴し、産業分野における⽔素等への転換と⾃⽴的発展に向けて、供給事業者に対する「値差支援」および供
給プロジェクト（全国8ヵ所程度）に対する「拠点整備支援」に対し、3兆円規模の⽀援を⾏っていく⽅針が示された。

 GX経済移⾏債の活⽤による大規模支援により、今後、⽔素等の供給・利⽤にかかるパイロットサプライチェーン構築の動きが具体化していく⾒通し。
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「値差支援」の概要

支援対象者

支援内容

支援期間

予算額

2030年までに供給開始を⾒込む
⽔素・アンモニア供給事業者

公募開始

既存の燃料との価格差を補助

15年（10年以上の供給継続要）

３兆円程度（支援期間累計）

2024年８月頃（予定）

支援の範囲 【国内】⽔素等の製造コスト
【海外】⽔素等の製造コスト＋輸送コスト

「拠点整備支援」の概要

支援拠点数

支援内容

拠点の実現可否の調査（FS）費
基本計画設計（FEED）を支援

荷揚受入基地から利⽤地点まで
の輸送に必要な設備等に係る
インフラ整備費を支援

大規模拠点︓大都市圏を中⼼に３ヵ所程度
中規模拠点︓地域に分散して5ヵ所程度

実現性調査
詳細設計

インフラ整備

支援対象者
2030年までに供給開始・安定供給を⾒込む

⽔素・アンモニア供給プロジェクト

予算額 未定（FS等を踏まえて今後、検討）

（資料）各種資料より当部作成

支援制度のイメージ

拠点整備支援の対象（インフラ整備費を支援）値差支援の対象(⽯炭等との価格差を補填）
(資料)経済産業省資料等より作成

Ⅱ. 政府の水素・アンモニア戦略 ３．水素社会推進法の成⽴
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 日本では、拠点整備が進む港湾（カーボンニュートラルポート︓CNP)を中⼼に、2030年頃より周辺コンビナート企業の⾃家発電や⽕⼒発電所の
混焼向けに、⽔素・アンモニアの供給が始まると想定。その後、周辺インフラ整備（パイプライン、タンク、運搬船等）や利⽤技術開発（工業炉利⽤、
⽔素還元製鉄など）の進展に伴い、2040年頃にかけて製鉄所や周辺・近県製造業での熱利⽤、合成燃料製造向けに供給が広がるとみられる。

 当⾯の投資主体はコンビナート内の大手事業者となるが、その地域周辺では建設・不動産・エンジニアリング関連の需要が発⽣し、将来的には、サプ
ライチェーン上の地域のエネルギー・製造・運輸等の関連企業においても大規模な投資が⾏われる⾒通しである。

（資料）経済産業省資料等より当部作成

ＣNPを中心とした水素・アンモニアの普及イメージ

年代 ＣNP周辺で想定される主な動き

〜2030年
• ⽔素等の輸入体制・インフラの構築
→運搬船・タンク・加工設備・

パイプライン・専⽤ローリー等

2030
〜2035

• ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ企業が⾃家発利⽤
• 周辺発電所が混焼発電
• 周辺・近県製造業が⾃家発利⽤
• 周辺住宅・⾃動⾞が燃料電池利⽤

2035
〜2040

• 周辺・近県製造業が熱利⽤
• 外航船に燃料として供給

2040
〜2050

• ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ企業・周辺企業が合成燃
料・eメタン製造

• 周辺・近県ガス会社がeメタン導入
• 周辺発電所が専焼発電

Ⅱ. 政府の水素・アンモニア戦略 ４．拠点整備支援（普及イメージ）

港湾

水素・ｱﾝﾓﾆｱ
運搬船(輸入)

eﾒﾀﾝ
(ｶﾞｽ会社等)

水素燃料船

ｱﾝﾓﾆｱ燃料船

発電所
(⽕⼒)

2030年頃より

製鉄所
(⽔素還元鉄)

ﾓﾋﾞﾘﾃｨ・住宅・ｵﾌｨｽ等

2030年代
後半
〜

2040年代 合成燃料

コンビナート内
製造業

(⾃家発、熱利⽤)

2030年代
前半

周辺製造業

内航船で
運搬

⼆次拠点
港湾

近県製造業
(⾃家発・熱利⽤)
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（資料）各種資料より当部作成

 CNPの整備やサプライチェーン構築に向けた検討や取り組みは、全国の大規模港湾周辺のコンビナートおよび製造業の集積地でみられるようになっており、
これらのうち８ヵ所程度が先⾏的な政府の拠点整備支援の対象になるとみられる。

 因みに、中四国エリアでは山口県の「周南」、岡山県の「水島」、愛媛県の「波⽅」で取り組みが進展しており、拠点整備支援の候補地と考えられる。

苫小牧
北海道電⼒
出光興産

小名浜
東北電⼒

JERA

京葉臨海
JERA

出光興産
JFE

日本製鉄
住友化学

川崎
ENEOS
出光興産

JERA
JFE

川崎重工

碧南
JERA
IHI

三井物産

四日市
出光興産
コスモ⽯油

JERA

堺・泉北
ENEOS

コスモ⽯油
三井化学
大阪ガス

姫路

関⻄電⼒

水島
ENEOS

JFE
周南

出光興産
東ソー
トクヤマ

日本ゼオン

北九州
九州電⼒
日本製鉄
⻄部ガス

波⽅
四国電⼒
三菱商事

マツダ
大分

九州電⼒
ENEOS
日本製鉄

国内の主な発電・産業プラント集積地およびCNP検討港湾（拠点整備支援候補地）

徳山下松港

発電・産業プラント集積地
カーボンニュートラルポート（CNP）を検討している国際拠点港以上の港湾

水島港

集積地における主要企業

波⽅
ターミナル

Ⅱ. 政府の水素・アンモニア戦略 ４．拠点整備支援（候補地）



アンモニア供給目標（他港移出分30万t含む）
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（資料）⼭⼝県「徳⼭下松港港湾脱炭素化推進計画」より当部作成

 周南コンビナートでは、⽴地する化学メーカー4社（出光興産、トクヤマ、東ソー、日本ゼオン）を中心に、徳山下松港を中核としたアンモニアの供給
拠点化を目指した検討が進められている。

 具体的には、2030年にアンモニア130万ｔ（他港移出分含む）の供給を目標に掲げ、まずは化学工場の⾃家発電・ナフサ分解炉での利⽤を始め
る計画である。この4社のプロジェクトは既に拠点整備支援の実現性調査（FS）に採択されており、有⼒な拠点整備対象候補と言える。

アンモニア拠点化に取り組む企業

港湾 輸送船

2030年
130万ｔ

2050年
505万ｔ

2025年
0万ｔ

出光興産

トクヤマ

東ソー

日本ゼオン

中国電⼒

日鉄ステンレス

岩谷産業

ＥＮＥＯＳ

周南バルクターミナル

徳⼭下松港港湾脱炭素化推進協議会

脱
炭
素
化
推
進
計
画
作
成

サプライチェーンにおける各企業の役割

トクヤマ・東ソー・日本ゼオン

アンモニア受入・貯蔵
利⽤

出光興産

輸送

パイプライン

⾃家発電
ナフサ分解炉

役割

整備
手配

タンク パイプライン既存設備
利⽤

Ⅲ. 水素・アンモニア利⽤に向けた地域の取り組み １．周南地域

（資料）中国経済産業局「⽔素・アンモニアの利⽤拡大を中⼼とした瀬⼾内エリアにおける
GXの実現について」より当部作成



 ⽯油精製、化学、鉄鋼、⾃動⾞を中⼼に重化学コンビナートを形成する⽔島地域では、大手企業や地元⾦融機関も参画し、脱炭素エネルギー拠点
の構築に向けた取り組みを進めている。

 2023年10月にENEOSとJFEスチールが水素キャリアの一つであるMCH（メチルシクロヘキサン）（※）を活⽤したサプライチェーン構築の検討を
開始。ENEOSの既存設備の活⽤が可能な上、大規模需要家であるJFEスチールを抱えていることから、拠点候補の⼀つと目されている。ただし、水素
供給目標は2030年で10万ｔと、⽐較的小規模での事業スタートを想定している。
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（資料）岡⼭県「⽔島コンビナートの2050年カーボンニュートラル実現
に向けた取組⽅針」より当部作成

水素供給量推計

他数社

ENEOS

JFEスチール

旭化成 日本ゼオン

中国電⼒

三菱ガス
化学

クラレ 三菱⾃動⾞

DBJ

⽔島コンビナート発展推進会議
（カーボンニュートラルネットワーク会議）

三菱ケミカル

中国銀⾏ トマト銀⾏

サプライチェーンにおける各企業の役割水素拠点化に取り組む企業

港湾 輸送船

JFEスチール

MCH受入・貯蔵
利⽤

ENEOS

輸送 ⾃家発電
水素還元製鉄

役割

整備
手配 タンク

既存設備利⽤

（※）MCH（メチルシクロヘキサン）︓⽔素にトルエンを融合させた⽔素キャリアで、常温常圧（液体）で輸送可能

Ⅲ. 水素・アンモニア利⽤に向けた地域の取り組み ２．水島地域

（資料）中国経済産業局「⽔素・アンモニアの利⽤拡大を中⼼とした瀬⼾内エリアにおける
GXの実現について」より当部作成

2030年
10万ｔ

2050年
順次拡大

2025年
0万ｔ



 ⽯油・液化⽯油ガス等の貯蔵・管理・物流基地である愛媛県今治市の波⽅ターミナルでは、アンモニアタンクへの転⽤が可能な大規模LPGタンクや大
型船を着桟できるバース等の設備を有している。四国電⼒やマツダ等の大⼝の需要家を抱えており、年間100万ｔのアンモニア供給の拠点化を目指
している。

 なお、マツダは2023年12月、本社⼯場の⾃家発電設備の燃料を⽯炭からアンモニアへ転換すると発表。波⽅から本社宇品⼯場まで、内航船での
輸送を想定している。

（資料）各社プレス発表記事より当部作成

アンモニア供給量推計

他⾃治体等

三菱商事

マツダ

波⽅ターミナルを拠点とした
燃料アンモニア導入・利活⽤協議会

四国電⼒

太陽⽯油

太陽日酸

波⽅ターミナル

2030年
100万ｔ

2050年
順次拡大

2025年
0万ｔ

内航船でアンモニアを本社⼯場まで輸送

マツダ本社宇品工場

波⽅ターミナル
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アンモニア拠点化に取り組む企業 サプライチェーンにおける各企業の役割

港湾 輸送船

四国電⼒

アンモニア受入・貯蔵

波⽅ターミナル（三菱商事）

輸送役割

整備
手配 タンク

既存設備利⽤

マツダ
利⽤

内航船

輸送
⽕⼒発電

Ⅲ. 水素・アンモニア利⽤に向けた地域の取り組み ３．波⽅ターミナル

⾃家発電

（資料）中国経済産業局「⽔素・アンモニアの利⽤拡大を中⼼とした
瀬⼾内エリアにおけるGXの実現について」より当部作成



参加企業

 広島県の港湾（広島港・福⼭港）では、広島県主導の下、2022年にCNP形成準備会が開催され、2024年に港湾脱炭素化推進協議会が⽴ち
上がった。

 広島港、福⼭港のいずれもCNP形成に向けた議論を開始したばかりであるが、今後の次世代燃料のハブとなる1次拠点（拠点整備支援で選定される
拠点）の整備状況をみる中で、「地域の中継拠点化」へ向けて検討が進められるとみられる。
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（資料）広島県「広島港港湾脱炭素化推進協議会」資料より当部作成

広島県のターミナルにおける取り組み
広島港

マツダ

広島ガス
海田バイオ
マスパワー

広島港カーボンニュートラルポート
形成準備会の開催2022.12

広島港港湾脱炭素化推進協議会
開催（第1回）2024.２

福山港

JFEスチール 日本化薬

福⼭バイオマス発電所

福⼭港カーボンニュートラルポート
形成準備会の開催2022.12

福⼭港港湾脱炭素化推進協議会
開催（第１回）2024.１

（資料）広島県「福⼭港港湾脱炭素化推進協議会」資料より当部作成

Ⅲ. 水素・アンモニア利⽤に向けた地域の取り組み ４．広島港・福山港

⾃治体
⾏政機関

広島県 広島市

中国地⽅整備局廿日市市

坂町

ほか

参加企業
マツダ

広島ガス

海田バ
イオマス
パワー

カルビー

三菱重工

⾃治体
⾏政機関

広島県 広島市

中国地⽅整備局廿日市市

坂町

ほか

参加企業

⾃治体
⾏政機関

広島県 福⼭市

中国地⽅整備局
ほか

JFEスチール

ツネイシHD 日本化薬
参加企業

⾃治体
⾏政機関

広島県 福⼭市

中国地⽅整備局
ほか

福⼭バイオマス発電所



分野 開発・製造の内容

⽔素等の製造 ・メタンから⾼効率に⽔素を製造するシステム
・安価な太陽光発電によるグリーン⽔素製造システム

⽔素等の利活⽤
・工業炉でのアンモニア混焼技術開発
・液化⽔素の荷揚げ⽤ポンプ
・⽔素貯蔵タンク
・⽔素燃料船
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（資料）各種報道、各社ウェブサイトより当部作成

地元企業の水素・アンモニア関連技術開発・事業の事例

 水素・アンモニア利⽤の拡大をビジネスチャンスと捉え、既に⽔素等の製造・利活⽤に関連する技術開発や事業展開に取り組む地元企業も複数みら
れている。瀬⼾内のコンビナート等における関連企業の集積やものづくりで培われてきた技術の蓄積といったポテンシャルを活かし、今後、地域において
様々な技術・サービスや製品が創出されることが期待される。

Ⅳ. 地域産業への影響 １．ビジネスチャンスの拡大

水素・アンモニアの供給・利活⽤に関連する技術サービス例

（資料）中国経済産業局「⽔素・アンモニアの利⽤拡大を中⼼とした瀬⼾内エリアにおけるＧＸ実現⽅策調査」（2024年5月）



 国内のCO2排出量の3分の1強を占める製造業のうち、約７割を鉄鋼、化学、窯業・セメント・紙パルプが占めている。これらは、化⽯燃料への依存度
が⾼い⼀⽅で、排出量削減に向けた技術的ハードルの⾼さから、「hard-to-abate（削減が難しい）産業」と呼ばれており、CN移⾏期において、①
関連技術開発の加速、②製造プロセス転換に伴う大幅なコスト増加の抑制（設備投資・エネルギー調達等）、③環境価値（市場評価）の向上
と価格転嫁といった課題に対応していく必要がある。

 政府は、 今後5年間で5,000億円規模の事業構造転換支援を展開していく⽅針であるが、課題解決に向けたハードルの⾼さを勘案すれば、これら産
業の⽴地戦略やサプライチェーンに変化が⽣じる可能性もあり、今後の動向を注視していく必要がある。
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hard-to-abate産業のCO2排出量ウェイト

鉄鋼業
35%

化学
16%

窯業・セメント
16%

機械
12%

紙パルプ5%

食品飲料5%

非⾦属4%
その他7%

製造業
36%

運輸
18%

家庭
16%

業務
17%

エネルギー
7%

その他
6%

国内部⾨別CO2排出量 製造部⾨の業界別CO2排出量

日本全体のCO2排出量の3分の1強が製造業
hard-to-abate産業で製造業の7割を占める

（資料）経済産業省「製造産業分科会資料（2024.5）」より当部作成

②

販売
価格

設備費

運営費

土地・設備
減価償却費

原材料仕入費
人件費など 販売

価格

設備費

現状 トランジション期

① ③

運営費

ＣＮへの製造プロセス転換に伴い求められる対応

①技術開発の加速化への対応
• 各国の支援等もあり、世界的な技術開発競争が激化
②製造プロセス転換に伴うコスト増の抑制
• 設備費、運営費とも大幅に増加するため、抑制の取り組みが不可⽋に
③グリーン製品の市場評価向上、価格転嫁
• 基本的に製品性能は変わらないため、環境価値の⾒える化・コスト増
分の販売価格への転嫁等に向けた取り組みが必要

Ⅳ. 地域産業への影響 ２．事業環境の変化

利益

損失
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 化⽯燃料への依存が⾼い日本では、CNの実現には、水素・ アンモニ
アをはじめとする次世代燃料の利⽤拡大が不可⽋。しかし、⽔素等の
価格は化⽯燃料に⽐べて極めて⾼く、海外から輸入し国内に供給してい
くインフラ整備も必要。

 こうした中で、政府は2050年頃に国内の水素供給量を2千万ｔ程度
に拡大し、水素価格を20円/Nm3まで引き下げる目標を設定。

 2024年5月には「水素社会推進法」が成⽴し、「値差支援」と「拠点整
備支援」の⽅針が示され、当⾯３兆円規模の支援が⾏われる⾒通し。

次世代燃料の重要性と政府の普及戦略

 大規模港湾および周辺コンビナートを中⼼に、全国で8ヵ所程度が先
⾏的な「拠点整備支援」の対象となる⾒込み。

 こうした地域では大手事業者による大規模投資が始まり、建設や不動
産、エンジニアリングなどの周辺事業者にも順次、需要が発⽣していく
とみられる。

 中四国地域では、周南、水島、波⽅において、⽔素・アンモニアの拠点
化を目指して関連インフラ整備と供給事業の検討が、県内でも、広島
港・福⼭港において地域の中継拠点化に向けた動きが進捗中。

水素・アンモニア供給拠点化へ向けた地域の取り組み

Ⅴ. まとめ 〜水素・アンモニアの普及に向けた地域の取り組みと影響〜

 ⽔素・アンモニアなど次世代燃料の供給拠点周辺では今後大規模な投資が⾏われ、相当な経済波及効果が⾒込まれる。

 既に、⽔素等の製造・利活⽤に関連する技術開発や事業展開に取り組む地元企業も複数みられ、瀬⼾内のコンビナート等に
おける関連企業の集積やものづくり技術の蓄積を活かした、様々な技術・サービスや製品の創出が期待される。

 その⼀⽅で、鉄鋼や化学など地域の主⼒である「hard-to-abate産業」では、今後、⽴地戦略やサプライチェーンに変化が
⽣じる可能性もあり、その動向を注視していく必要がある。

水素・
アンモニア普及の
地域への影響

ビジネスチャンス

事業環境の変化

（ひろぎんホールディングス 経済産業調査部 河野 洋平）


